
令和５年度事務事業一覧（事務事業マネジメントシートから一部抜粋）

通し
番号

事業
番号

事務事業名 課名 事業の目的 事業の概要 成果

1 1 秘書業務 市長公室秘書課 特別職（市長及び副市長）の公務等を円滑かつ効率的に遂行する。
特別職が出席する会議や催事等日程について調整及び事前確認を行い、必

 要に応じて随行する。
全日程関連資料を特別職へ事前に共有する。

説明資料を前日までに特別職に共有することで、会議等において限られた
時間内で円滑な議論を行うことができた。

2 2 市長車等特別職運転・管理業務 市長公室秘書課
特別職（市長及び副市長）のスケジュールの履行と安全な最適移動を行
う。

市長車及び副市長車の運転・管理業務を行う。
特別職の公務スケジュールどおりに、安全かつ迅速に移動することができ
た。

3 3 渉外業務（後援名義使用承認・叙勲・表彰事務） 市長公室秘書課
 後援による市民への信頼性の確保と公共の福祉の向上を図る。

叙勲・表彰は、地方自治の発展や文化の向上等に功績顕著な個人・団体を
讃える。

後援名義については、申請に対し審査の上、市以外が主催する事業におい
て「つくば市」の名義使用を承認する。つくば市長賞については、申請に
対し審査の上、賞状を交付する。
叙勲（叙位）については、地方自治に功労のあった公選職を対象に候補者
を把握し、内申対象者が発生した場合は経歴・功績等を調査し、国・県に
報告する。
社会の発展に著しい功績があり、市民の誇りとして等しく尊敬される者に
対し、つくば市名誉市民の称号を贈り顕彰する。また、市民の生活と文化
の向上に特に功績があったもの及び特に市民の模範となる行為があったも
のの事績をたたえ、功労表彰または善行表彰として表彰する。

・後援名義の申請件数は増加し、新型コロナウイルス感染症前の件数に戻
りつつある。
・長きにわたり地域に貢献してきた方々の事績をたたえ、市政の発展に資
することを目的として、市政功労者を選定し、つくば市民の日に表彰を
行った。（今年度は名誉市民の内申は無かったため、名誉市民顕彰は無
し）

4 4 シティプロモーション・関係人口創出拡大事業 市長公室広報戦略課 市内外に対してつくばの魅力を発信し、つくばに愛着を持つ人を増やす。
市の魅力的な取組や、地域で行っているイベント等を、市公式ＳＮＳを用
いてＰＲする。

つくばに愛着を持つ人を増やすため、先進的な取組や地域イベントなど市
の魅力をＳＮＳを活用して発信した。また、市民に市政情報を分かりやす
く伝えるため、ＹｏｕＴｕｂｅかわら版チャンネルで動画発信を行った結
果、チャンネル登録者数が２，２３０人（昨年比６００人増）となった。
なお、動画でイベントを紹介する際は、フックン船長を活用するなど、市
民が親しみを持てるような工夫を凝らしている。

5 5 職員向けの広報力スキルアップ等事業 市長公室広報戦略課
職員一人ひとりが市民の求めている「知りたい」情報の把握や対象に合わ
せた広報媒体の選択を行い、「伝わる」広報内容の作成等の広報力を向上
させるとともに、市のブランドイメージの向上を図る。

職員向け広報力向上セミナー等の実施、チラシデザイン等のチェック作業
の実施など

職員向けの広報力向上セミナーを２回実施した。第１回は昨年３月にリ
ニューアルした市ホームページの活用・運用方法の紹介、第２回はチラシ
の実践講座を実施した結果、２回合計１６１名が参加した。また、年間４
００件以上のチラシデザインチェックを実施するとともに、今年度からデ
ザインテンプレートやチェックリストを全庁的に共有し、誰でも簡単に作
成できる仕組みとした。

6 7 市民目線の広報推進事業 市長公室広報戦略課
市が伝えたい情報をはじめ、市民が求めている「知りたい」情報が確実に
届くようにする。

広報紙（かわら版含む）、市勢ガイド等の編集・発行、市公式ＨＰや市公
式ＳＮＳ等の運用、ケーブルＴＶ等の活用、定例記者会見やプレスリリー
ス等の実施など

市広報紙は市民目線で読みやすくするとともに、文字を通常より見やすく
した高齢者向けサービスを紹介するガイドブックを中面に折込むことで手
元に置いて活用しすくするなど、制作面での工夫をした。かわら版では、
筑波山ゲートパークやコリドイオなどの旬なテーマを取り上げ、質の高い
動画と連動させて市政情報を発信した結果、ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル登
録者数は２，２３０人（昨年比６００人増）となった。
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7 13 移住・定住促進事業 市長公室広報戦略課
周辺地域へ目を向けてもらうための取組みを行い、人口が減少傾向にある
周辺地域へ人の流れを作り出し、移住定住の促進を図る。

・庁内関係各課等と連携し、地域活性化協議会の取組等、地域に密着した
活動を市公式ＨＰや公式ＳＮＳを用いて発信。
・周辺地域で移住希望者向けイベントを実施し、その様子をＳＮＳ等を用
いて発信。
・地域に密着し、新たな仕事や生活を自らの手でつくるライフスタイル
「クラフトライフ」を推進するため、クラフトライファーへのインタ
ビューを実施し、市ＨＰの特設ページ「つくばクラフトライフ」やＳＮＳ
で紹介する。

周辺市街地のイベント告知や当日の模様についてＳＮＳで発信すること
で、地域の魅力を伝えるとともにイベントの機運醸成の一翼を担った。ま
た、クラフトライフを推進するため、クラフトライファーやクラフトライ
フイベントを６件取材し、クラフトライフの魅力を市ホームページで発信
した。さらに移住支援のため、交付要件に合致した移住者に対し移住支援
金を２件交付した。

8 15 市長と住民の意見交換会事業 市長公室広聴室
市民に市政を身近なものとして感じてもらうとともに、市民の意見を今後
の市政にいかす。

・市長と市民との直接的なコミュニケーションの場としてタウンミーティ
ングを開催
・市長が市内６会場に出向く対面形式タウンミーティングのほか、オンラ
イン形式も開催
・大学生に市政への理解・関心を深めてもらい、学生ならではの意見を聴
くため、学生懇談会を開催（筑波大学との協働事業）（令和５年度に事業
を廃止）

対面形式では高齢者層の参加が多く参加者年齢層に偏りが見られたが、オ
ンライン形式では年齢層の偏りが緩やかであったため幅広い層からの意見
等が寄せられた。いずれの会においても、市長と参加者の直接的なコミュ
ニケーションを通じ、参加者が市政をより身近なものと認識する効果が得
られた。

9 16 市長へのたより・メール等広聴事業 市長公室広聴室
市民等から広く市政に対する意見・要望等を聴き、より良い市政運営にい
かす。庁内各部署が行政としての説明責任を果たし、市民の理解・納得を
得られるよう、市民とのコミュニケーションをサポートする。

市庁舎や地域交流センター等に設置している「市長へのたより」の専用は
がきや、市ホームページに設置している「市長へのメール」送信フォー
ム、Ｅメール、はがき、封書、要望書、電話、面会による意見等を聴取
聴き取った意見、提案等を「市民の声支援システム」に登録し、特別職、
関係部署、政策員等と情報共有の上、必要に応じて市から相談者に対する
回答の調整等

市民の声を関係部署と迅速に共有・調整を行い、速やかな対応・回答に努
めた。苦情等は市民の主張を丁寧に聴取し、関係部署と市民の仲立ちとし
てコミュニケーションの円滑化に寄与した。できる限り市民の理解・納得
を得られるよう、市民に寄り添う分かりやすい回答を作成した。要望等の
対応数１，１０８件（うち文書等による回答を要するものは６０９件、４
０日以内の回答率４８．９％）

10 17 防災設備整備等関連事業 市長公室危機管理課
災害時に、迅速な情報伝達や地域の防災活動に寄与するとともに、被災し
た市民等に救援物資や生活物資等を供給する。

防災関連設備（防災行政無線、緊急速報メール、災害通知メール、防災ア
プリ、ラジオ等の情報伝達手段や防災井戸等）の整備及び維持管理を行
う。交通手段の断絶や流通機構の停止等により、物資供給に大きな支障が
生じるおそれがあるため、災害発生から概ね３日間程度の物資を確保す
る。指定避難所（公共施設）にカセットガス式の非常用発電機を配備す
る。災害時の断水に備え災害用井戸を整備する。

つくば市民・学校プールに災害用井戸や非常用発電機、吉沼体育館とみど
りの南小中学校に非常用発電機と備蓄倉庫を整備した。食料や飲料水の備
蓄について、引き続き２万人の３食３日分程度の備蓄を維持した。

11 19 自主防災組織・地域防災活動支援事業 市長公室危機管理課
大規模災害の発生に備え、共助の観点から、自主防災組織の結成や活動に
対する支援を行い、防災活動の強化を図る。

組織発足の際の支援や資機材購入の一部補助等を行う。
災害への備え（備蓄や家具の転倒防止、災害情報の収集など）の重要性を
出前講座や防災イベント等で伝える。
出前講座の開催や防災イベント等での啓発、地域からの相談に応じた勉強
会への協力等を行う。

市広報紙に災害に関する情報の入手方法等の記事を６回掲載。出前講座等
を３０回開催し、自宅の安全対策や備蓄等の防災対策について啓発。商業
施設において防災イベントを２回開催、パネル展示を１回実施。
シェイクアウト訓練を１回実施（９６団体 ４２，４４４名参加）。自主
防災組織活動育成事業補助金を１６団体に交付（運営支援１団体、資機材
１０団体、防災士資格取得支援５団体）。

12 21 地域防災計画事業 市長公室危機管理課 平時から、迅速かつ円滑な災害体制を確立させる。

国・県の防災基本計画及び地域防災計画の改定を受け、つくば市地域防災
計画の改定を行う。（東日本大震災、竜巻災害の経験等を反映させ、つく
ば市の防災体制を強化する。）
地区防災計画の策定支援を行う。

被災者生活再建支援システムの操作及び関連作業に係る習熟度の向上を図
るため、納税課、資産税課、市民税課、社会福祉課と共同で操作等訓練を
実施した。また、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）情報伝達試験、Ｌ
アラート全国合同訓練、鬼怒川・小貝川出水時Ｗｅｂ情報共有訓練、安否
情報システム全国一斉訓練等を実施した。

13 158 多文化共生推進事業 市長公室国際都市推進課
つくば市国際交流協会等と連携し、多文化共生を推進する事業を行うとと
もに、令和５年度に開所したコリドイオ内の国際交流拠点において、国籍
を超えた市民間交流ができる場の形成を図る。

第２次つくば市グローバル化基本指針の推進
児童生徒の異文化理解を促進するために国際理解講座を実施国籍を越えた
市民交流を推進するためのイベント等の開催
外国にルーツを持つ子どもたちの日本語学習支援
外国人住民が日本語や日本の文化・習慣等に触れることができるイベント
の開催
コリドイオ内に国際交流拠点開所及び多文化共生コーディネーターの配置

つくば市国際交流協会主催事業：延べ２，０４０名（大人向け日本語講座
延べ２７４名、子ども向け日本語講座延べ９００名、小中学校就学・高校
進学ガイダンス５０名、世界お茶のみ話延べ３７８名ほか４３８名）
市立公立小中学校向け国際理解講座：市内１９校４０講座２，０２３名、
地域子育て支援拠点での国際交流イベント：３回１３１名、留学生向け救
命講座７名
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14 159
外国人生活支援事業（旧：国際交流員・留学生交
流員事業）

市長公室国際都市推進課
言語や社会制度の違いから生じる不便・不安を軽減し、外国人住民の生活
を支援する。

外国人相談窓口の運営及び来庁した外国人の通訳・案内
市が発行する文書や冊子等の翻訳
留学生交流員を委嘱し、８か国語の外国語広報紙を発行
市ホームページ内に外国人向け多言語情報発信ページを設置（４言語）

外国人相談窓口件数計：１，２８５件（英語９６８件、中国語１１９件、
 その他の言語１９８件）

庁内文書の翻訳件数：合計２００件（英語１４１件、中国語３９件、韓国
 語１０件、その他の言語１０件）  

外国語広報紙（８言語）発行計：年４回で１５，８３５部

15 160
国際標準教育支援事業（旧：国際化教育支援事
業）

市長公室国際都市推進課
市内で国際標準の教育を受けられる環境の充実を図り、外国からの優秀な
人材が集まりやすい地域性を創出する。

国際基準の教育プログラム実施校として認定を受けている市内の各種学校
（「学校教育法の第１条に規定される学校」以外で、日本において学校教
育法に基づいて学校教育に類する教育を行うもので、所定の要件を満たす
教育施設のこと）を支援する。
国際バカロレア又はこれに準ずる国際基準の認定を受けた学校を対象に、
認定の取得・維持に係る経費に対する補助金を支出する。

つくばインターナショナルスクールの生徒数は、定員３３５名に対し３１
０名ほどで、学校側が目標としている数を安定的に確保できている。

16 161 姉妹・友好都市交流事業 市長公室国際都市推進課
姉妹・友好都市をはじめとする海外都市・機関等との交流を通じ、教育・
文化、経済等の多様な分野でつくば市の特性をいかした事業展開を図る。

 行政間の視察・意見交換等の実施
 市民参加による交流事業の実施

 市内の各種機関と海外都市等による交流事業に伴う連携・協力
 市が携わる国際交流事業に係る調整及び通訳

海外都市・機関等に向けた情報発信

国際交流協会主催の青少年交流事業で中学生が韓国大田広域市を訪問（７
／２７－３０）、仏グルノーブル日本語補習校とのオンライン親子交流会
（９／３０・３／１６）、独ボーフム市副市長による市長表敬訪問（１０
／１６－２０）、姉妹都市提携１０周年記念式典出席のため市長が仏グル
ノーブル市ほか海外都市訪問（１１／６－１６）、中国深セン市ＣＨＴＦ
２０２３に友好都市として２社出展（１１／１５－１７）、韓国大田広域
市副市長による副市長表敬訪問（３／２１）
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